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課題① 福祉に関する将来像（ビジョン）の区民・関係機関・団体等との共有 

策定検討期 

計画発展期 

将来像を共有するた

めのツール（計画等）

がない 

計画やビジョンが区民

や区内関係者の間で

共有され、計画等を核

として区政が効果的

に運営されている 

状
態 

区内の福祉水

・区内の福祉ニーズの

変化を踏まえた計画や

ビジョンの改訂 等 

取
組 

（例
） 

・本市では、自律した区政運営の実現を目指す市政改革の方針を踏まえ、大阪市として１つの

「計画」を策定するのではなく、各区が区や地域の実情に応じて主体的に創意のある取組を進め

ることができるよう、それぞれの区の取組の指針となる「大阪市地域福祉推進指針」を策定してい

ます。 

・これから実現を目指す区の将来の姿（ビジョン）について、区民・福祉サービス事業者・地域団体

など区内の関係機関・関係団体・関係者との間で、共有されているか否かは、区政運営を考える

にあたり非常に重要な要素です。 

・ビジョンが共有されていないことで、区が実施しようとする福祉施策・事業に対して、関係先から

反発が生じ実施に支障を生じることも懸念されますが、何よりも、区役所のみの力では目指すべ

き区の姿を実現することは困難と考えられます。ビジョンに示された区の将来像を実現するため

には、区内の関係先が、それに対して自身の課題として主体的に取り組むことが、必要不可欠で

す。 

策定作業期 

計画やビジョンの策定

に向けて、策定委員

会等を構成し策定作

業が進められている 

策定された計画やビ

ジョンに基づき施策・

事業が進められてい

る 

計画実施期 

福祉分野における「各区の特色ある自律した区政運営」の発展プロセス  
【 イメージ 】 

・計画やビジョンの区内

周知 

・記載事業等の実施 

・計画等の進捗管理体

制の構築 等 

・区内の福祉ニーズの

把握 

・策定委員会等の設置 

・素案の作成 

・パブコメの実施 

・区政会議での承認 

等 

・計画やビジョン策定に

向けての機運の醸成 

・区役所内での策定の

意思形成 等 

取組の必要性、ポイント等 

11区 
９区 

６区 
４区 

７区 

10区 

1区 ０区 
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課題② 福祉施策・事業の実施に係るＰＤＣＡサイクルの確立 

【ステージ１】 

【ステージ２】 

【ステージ３】 

試行実施期 

PDCA稼働期 

PDCA確立期 

検討期 

区内の福祉ニーズを

踏まえた、区独自の福

祉施策・事業を検討し

ている 

区独自の施策・事業を

実施しているが、事業

効果等の検証はでき

ていない 

実施した施策・事業に

対する検証を行ってい

る（PDCAサイクルが稼

働） 

施策・事業の実績の

検証を踏まえた見直し

を行うことで、事業効

果が一層向上すると

いう、好循環サイクル

が実現している 

状
態 

区内の福祉水準 

取
組 

（例
） 

・福祉施策・事業の実施に関して、区内福祉ニーズの的確な把握とその対策の企画立案（Ｐ）、適

正な事業実施（Ｄ）、実施状況の把握と評価（Ｃ）、評価を踏まえた事業の効果的な見直し（Ａ）とい

う、いわゆるＰＤＣＡサイクルを確立することが必要です。 

・行政運営においては、限られた経営資源（予算・人員・時間等）を使って最大限の効果を上げるこ

とが求められています。とくに予算に関しては厳しい財政状況であり、施策・事業の企画にあたって、

福祉的な観点から効果のある事業内容であることは当然必要ですが、財政的視点からの合理性・

効率性も同時に求められています。区内の福祉ニーズの効果的な解決に向けて、戦略的なスタン

スで施策・事業のスクラップアンドビルドに取り組むことが必要です。 

・施策・事業の実績の

検証に基づく事業内容

や事業者等の見直しの

実施 等 

・施策・事業の評価指標

の検討 

・評価体制の構築 

・評価作業の実施 等 

・施策・事業の適正な実

施（公募・選定・要綱制

定、契約、支出、精算

等）  

・区内の福祉ニーズの

把握 

・事業の企画立案に係

る情報収集、検討 等 

取組の必要性、ポイント等 

３区 1区 

11区 10区 
９区 

12区 

1区 1区 

【ステージ４】 



H26.12月

H27.10月

【ステージ１】 

【ステージ２】 

【ステージ３】 

構築期 
  

検討期 

稼働期 

地域支援システムの

再構築について検討

されていない 

地域支援システムの

再構築についての検

討作業や、関係機関

等との調整が進めら

れている 

構築された新たな福

祉システムが稼働し

始めているが、各部分

の連携・協働は不十

分 

状
態 

【ステージ４】 

新たな福祉システム

が区内の関係機関等

に充分に定着し、各部

分が有機的に連携・

協働している 

発展期 

区内の福祉水準 

課題③ 区民・関係機関・団体等との連携・協働を可能とする福祉システムの構築 

・新たな福祉システムに

よる連携・協働の効果

の検証と、必要に応じ

た改善 等 

取
組 

（例
） 

・本市では、平成3年度から全市一律に地域支援システムを構築してきましたが、市政改革の方向

性を踏まえ、各区において再構築を進めています。 

・複雑多様化する近年の相談ニーズに対して、各機関が単独で行える支援には限界があり、連携

するための仕組みが不可欠です。各機関が連携し力を合わせて対応することにより、各機関が持

つ様々な機能を活用することが可能となりますし、何より複数の機関が関わっているということで、

自機関のみで困難ケースを抱え続ける負担感から解放されるというメリットがあります。自機関で

対応することが困難になっても、関係機関の連携によるサポートへの信頼を背景に、各機関が困

難ケースに対して臆せず関わっていくことが可能となります。このように、連携するための仕組みと

して福祉システムを構築することは、区内の相談支援機能を高めることにつながります。 

・また、福祉システムのネットワークを通して、各機関が地域の中でキャッチした要援護者の情報が、

区や関係機関に入りやすくなることで、早期の対応が可能となり、事態が悪化する前に予防するこ

とにつながります。 

・福祉システムを通して各機関の間で現場の課題を共有することにより、解決にあたっては施策化

が必要となる区内の福祉課題が明らかになり、効果的な新規の施策・事業化につながります。 

・新たな福祉システムに

おける各機関の役割等

の周知徹底 

・システムに基づく連

携・協働実践の蓄積 

等 

・福祉システムを稼働さ

せるための事業（推進

員の再構築等）の設計 

・各機関の役割整理 

・新たな福祉システム図

の作成 等 

・地域支援システムの

再構築に向けての機運

の醸成 

・区役所内での再構築

の意思形成  等 

取組の必要性、ポイント等 

９区 

３区 

10区 
13区 

４区 
７区 

1区 1区 



H27.10月

H26.12月

【ステージ１】 

【ステージ２】 

【ステージ３】 

事業連携期 

政策連携期 

協定締結期 

区社協との協定を締

結したが、その後協定

に基づく協議や事業

等に係る連携は行わ

れていない 

区社協との間で、交付

金事業や委託事業に

関する連携が行われ

ている 

区社協との間で、福祉

分野における区政運

営の方向性や施策・

事業構築に関する協

議が行われている 

状
態 

課題④ 区社協との連携による区内の地域福祉力の向上 

区内の福祉水準 

・計画やビジョンの策定

等に係る協議 

・新たな施策・事業の企

画等に係る協議 

・区内福祉関係機関・団

体との連携に係る調整 

等 

取
組 
（例
） 

・交付金事業（地域の福

祉活動支援やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

ﾋﾞｭｰﾛｰ、ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ等）

に係る連携・協働 

・委託事業等（ﾊﾟｲﾛｯﾄ事

業等）に係る連携・協働 

等 

・協定に基づく協議の開

催に係る調整 等 

取組の必要性、ポイント等 

・「地域福祉力」とは、「住民主体で地域の生活課題の解決を図っていこう

とする力。住民が地域における生活課題に気づき、相互支援力や問題解

決力を高めていくこと、あるいはそうしたことが可能となるようなしくみをつく

り出していくような力」を意味します（「大阪市地域福祉推進指針」より）。 

・今後、高齢化の急激な進行等の福祉ニーズの増大に対応していくために

は、地域福祉力の向上は必須の課題といえます。 

・区社会福祉協議会（区社協）は、現状、住民による小地域の福祉活動を

サポートし、また、区内の社会福祉事業者等を束ねる、中間支援組織とし

ての役割を果たしています。今後、区社協には、福祉ニーズの拡大に対応

していくために、中間支援組織として一層の活躍が求められるとともに、協

定に基づく区役所のパートナーとして、区の福祉推進に関するガバナンス

の一翼を担う役割が新たに期待されています。 

・区社協が有する中間支援組織としての知見やネットワークを活かすこと

で、区内の地域福祉力を効果的に高めていくことが可能となります。地域

福祉力を向上させる方策の検討や推進について、区社協と協働して取組

むことが必要です。 

０区 ０区 

19区 
17区 

５区 ７区 


